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本日のアウトライン

✈航空と地球環境問題

✈ICAO/ＥＵにおける議論

✈試算例
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本日のアウトライン

✈✈航空と地球環境問題航空と地球環境問題

✈ICAO/ＥＵにおける議論

✈試算例
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IPCC AR4 (07/02)

✈2005年までの100年間で、気温は約0.74度

上昇

✈温暖化の原因の一つが、1750年以降の人

類の活動であることにつき非常に高い信頼性
(very high confidence)

✈2099年までの間に、1.1～6.4度上昇を予測

✈同じ期間に、海面は、18～59cm上昇
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ICAOでの議論に委ねる

京都議定書の構造
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本日のアウトライン

✈航空と地球環境問題

✈✈ICAO/ICAO/ＥＵにおける議論ＥＵにおける議論

✈試算例
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ＩＣＡＯの議論

2007/9の総会で、2009年末を目途に、国際航空
分野における「ICAO行動プログラム」を策定する
ことを決議

「ICAO行動プログラム」に盛り込まれる内容

①総合的対策の枠組み
航空機や燃料の技術革新、航空管制の高度
化 などの運航の効率化等、排出権取引な
どの経済的手法等から構成

②大胆なグローバル目標
国際航空分野におけるエネルギー消費効率
ベースの大胆なグローバル目標

※
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ＩＣＡＯ行動プログラムの基本要素
（第３６回ＩＣＡＯ総会決議）

１．国際航空分野における燃料消費効率ベースのグローバル目標

２．航空機や燃料の技術革新、航空管制の高度化等の運航の効率化、
経済的手法等から構成される総合的な対策の枠組み

３．各締約国の対策による進捗状況の報告・モニタリング手法

36

ハイレベル作業部会は、日・米・中・印・独・
仏等の主要15カ国の政府高官から構成

１月

締約国が採用可能となる
「ＩＣＡＯ行動プログラム」
を策定するためのハイレ
ベル作業部会を設置

我々は、2013年以降の合意された結果
に向けたUNFCCCの下での個別のプロ
セスに留意しつつ、国際民間航空機関
（ICAO）と国際海事機関（IMO）において、
国際航空及び海運セクターにおける温
室効果ガス排出の抑制又は削減につい
て、迅速に議論することの重要性を強調
する。

G8北海道洞爺湖サミット首脳宣言（抜粋）

国土交通省資料
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経済的手法（Market Based Options)
✈課金、排出権取引、補助金などがある

✈EUは、2006年以降、EU域内発着の航空に
対して、 Cap & Trade 方式に基づきEU内の
排出権取引の対象とする案を公表。（2009年
１月にdirectiveを公布）

✈2007年にICAO総会（３６次）において、「排

出権取引制度の国際航空への適用は締約
国間の相互合意の上で実施すべき」との決
議を採択（EUは留保）
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EU 独自のDirective(09/01/13)
✈２００９年１月１３日にEU官報により
公布、２月２日に施行。
（施行後1年以内に欧州各国の国内法
への取込みを経て発効）

✈これにより、2012年以降、EU域内の
空港を発着する航空会社（EU以外の
航空会社を含む。）に対して排出上限
が設定され、排出上限を上回るCO２を
排出する航空会社は、欧州内の排出
量取引市場から排出枠を購入すること
が必要

✈小型機（MTOW 5.7t以下）, 少数運航
便など適用除外あり
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ＥＵ独自のＥＵ独自のDirectiveDirectiveの内容についての内容について

排出実績

２０１２年の
排出上限

２０１３年以降の
排出上限

2004～2006年の航空分野からのＣＯ２の総排出量の平均（= 100）

航空分野からのＣＯ２の総排出枠（= 97）

航空分野からのＣＯ２の総排出枠（= 95※1）

入札による
割当（= 15）

入札による
割当（= 15※2）

2010年の輸送実績（トンキロ）に応じ、
各航空会社に無償で配分（= 82）

前々年の輸送実績（トンキロ）に応じ、
各航空会社に無償で配分（= 80※1）

＜排出上限の考え方＞

※1 ： 指令見直しの過程で変更があり得る
※2 ： 指令見直しの過程で入札割当分の割合の増加があり得る

国土交通省資料
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本日のアウトライン

✈航空と地球環境問題

✈ICAO/ＥＵにおける議論

✈✈試算例試算例



1616

先行研究
✈Weitzman, M.L., (1974) Price vs. Quantities, 

Review of Economics Studies 41 (4) pp.477-491
✈Newell, R.G., and Pizer, W. A.,(2005) Indexed 

Regulation, Discussion Paper 05, Resource for 
the Future Foundation

✈Yamaguchi, K., (2008) Emission Trading in 
International Air Transport, Annual Report on 
Transportation Economics 2007 pp.21-30 (in 
Japanese) 

✈Okada,A.,(2004) International Negotiations on 
Climate Change: A Non-cooperative Game 
Analysis of the Kyoto Protocol, working paper
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総量規制 / 価格規制？

q* + (θｃ / (c2  +b2)
Welfare losses under quantity, price, and general indexed quantity 
policies (quantity loss is hatched; price loss is shaded; indexed quantity 
loss thickly outlined) 
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総量規制 / 価格規制 ？ 2
Newell and Pizer(2005)
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C o u n t r y △ （ P  -  Q ） △ （ IQ  -  Q ） △ （ IQ  -  P ）
A u s t r a l ia 1 9 - 2 - 2 1
B r a z i l 4 4 2 2 - 2 2
C a n a d a 4 5 1 2 - 3 3
C h in a 1 9 5 8 5 - 1 1 0
F r a n c e 5 1 - 4 - 5 5
In d ia 1 0 2 - 5 - 1 0 7
In d o n e s ia 3 3 - 7 - 3 9
I r a n 5 9 - 1 5 - 7 4
I t a ly 3 5 3 - 3 2
J a p a n 1 0 2 - 2 5 - 1 2 8
K o r e a 1 0 2 4 2 - 6 0
M e x ic o 5 1 1 2 - 3 9
N e t h e r la n d s 3 5 4 - 3 1
P o la n d 8 3 - 9 - 9 2
S a u d i A r a b ia 4 0 - 5 - 4 5
S o u t h  A f r ic a 3 7 - 3 - 4 0
S p a in 6 0 4 - 5 6
U n it e d  K in g d o m 2 9 - 2 - 3 1
U n it e d  S t a t e s 2 3 0 9 7 - 1 3 3
U .S . E le c t r ic it y 9 1 5 5 - 3 5
W o r ld 4 3 1 7 7 - 3 5 4

経済全体の実証研究Newell and Pizer (05) 2

Newell & Pizer (2005) table 4 を改変

Relative Advantage of Alternative Climate Change Policies ($millions)



2020

基本的な数字 (1990)

Carbon Emission in 
90 in Mil. ton

GDP 90 B 
US$

Carbon 
Intensity

EU 15 915 6,961 0.13 

FSU 22 989 1,535 0.64 

Japan 292 2,970 0.10 

US 1,315 5,794 0.23 

China Area(incld
HK, Macao)

662 484 1.37 

Korea (x DPRK) 66 264 0.25 

India 186 327 0.57 

Countries 
with 
obligation
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単一の仮想的排出取引によると…

P* Equil. Cost

Country
Reduction  

rate 
Reduction 

(Mil.ton) 

Initial 
permits 
(Mi. 
ton) (US$) (Mil. US$)

EU 15 0.08 73 841 9.65 575 

FSU 22 0 0 989 9.65 -402 

Japan 0.06 18 275 9.65 138 

US 0.07 92 1223 9.65 563 

Okada(2004) の手法に基づき、筆者が計算
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中韓印3カ国が取引に加わると…

EU 15 0.08 73 841 6.65 424 

FSU 22 0 0 989 6.65 -192 

Japan 0.06 18 275 6.65 102 

US 0.07 92 1223 6.65 457 

China China 
Area(incldArea(incld
HK, Macao)HK, Macao)

00 0 0 662 662 6.65 6.65 --143 143 

Korea (x DPRK)Korea (x DPRK) 00 0 0 66 66 6.65 6.65 --8 8 

IndiaIndia 00 0 0 186 186 6.65 6.65 --35 35 

Countries
reduction 

rate

Reduction 
(mil. 
tons) 

Initial 
permits 
(million 
tons)

P* US$   
Equi. Cost 

(mil.US$)
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現状

✈科学的不確実性に加え、経済社会の構造等
に関する不確実性も大きい

✈価格の不確定さに伴い、施策の負担に関す
る合理的な推計が困難

✈世界的な金融システムの混乱、世界経済の
急減速が進行中

✈施策に関する意見集約が一層困難に
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米国・新政権の動向

✈Obama新政権は環境問題に積極的

✈航空を含め、経済全体で、Cap & Trade方式
により、2020年までに1990年レベルのＧＨＧ
排出量とし、2050までに（1990年比）約８０％
削減を公約

✈新政権のＥＵの施策に対する反応が注目さ
れる
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✈長期の問題

世代間（人格の同一性がない）の調整必要

✈Global な問題

参加者が多様（熱心な国、発展途上国、海洋国…)
✈科学的・社会経済的な不確実性

専門家とそれ以外の間に情報の非対称性

✈マクロな課題

個別の割り付けが困難（有利/不利なセクター）

伝統的に我が国が不得手とする領域

まとめに代えて
地球環境問題の困難さ(例）
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まとめに代えて ２
今後求められるもの

✈強いリーダーショップ

✈専門的に緻密な支援

✈航空交通等含む「全員」によるコミットメント

✈「意思決定過程」自体に関する合理的な合意

✈時間制約・機会費用を意識した誠実な交渉

が不可欠



27

参 考
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•• 専門職学位課程～修士専門職学位課程～修士

•• 設立：設立：20042004年年44月月 定員：定員：100100名名

•• 教員数教員数：：法律、経済、工学、実務家等の分野法律、経済、工学、実務家等の分野
から、から、100100人人（兼任等含む）（兼任等含む）以上以上

•• コース：コース：法政策、公共管理、国際公共政策、法政策、公共管理、国際公共政策、
経済政策の４コース経済政策の４コース

28

理論・科学と実務の融合により公共政策の研
究・教育に貢献
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cf: Paul Krugman – 2008 Nobel 
Economics Prize Laureate
“Trade and Geography – Economies 
of Scale, Differentiated Products and 
Transport CostsTransport Costs”

経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化 東アジアの緊密化

金融、貿易などの経済機能や競争力金融、貿易などの経済機能や競争力((都都
市、地域、国家レベル）にも大きな影響市、地域、国家レベル）にも大きな影響

理論・科学と実務の融合により国際交通政策理論・科学と実務の融合により国際交通政策
の研究・教育に貢献の研究・教育に貢献

ICT の技術進歩 わが国の少子高齢化

環境問題の深刻化 世界金融危機と経済減速

交通システム交通システム
((航空、海運航空、海運……))

… …
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ITPU 国際セミナー

✈3月19日（木）13：30～

✈東京大学・本郷キャンパス・山上会館

✈University of California Irvine Jan Brueckner教授、国土交
通省航空事業課長他の講演
に続き 航空各社にも加わって頂きパネルディスカッション

✈ＨＰ（http://www.pp.u-okyo.ac.jp/ITPU/seminar/index.htm）
上に申込み手続き等を近日掲載予定

「空港における混雑を巡る課題「空港における混雑を巡る課題

ーー その理論と実務」その理論と実務」

http://www.pp.u-okyo.ac.jp/ITPU/seminar/index.htm
http://www.pp.u-okyo.ac.jp/ITPU/seminar/index.htm
http://www.pp.u-okyo.ac.jp/ITPU/seminar/index.htm
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ご静聴ありがとうございました。
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